
（様式１－３） 

山田町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 30 年 6 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。

NO. 73 事業名 災害復興公営住宅整備事業（山田中央） 事業番号 Ｄ－４－５ 

交付団体 町 事業実施主体（直接/間接） 町（直接） 

総交付対象事業費 5,125,706（千円） 全体事業費 4,938,130（千円） 

事業概要 

東日本大震災津波により甚大な被害を受けた本町沿岸部において、住宅を失った被災者の

居住の安定を図るため、恒久的な住宅の供給を推進する必要がある。 

当該事業は、災害復興公営住宅等の整備を行い、被災者の生活再建を支援するものである。 

※第 13回：計画見直しに伴う全体事業費の増（4,039,150千円⇒5,125,706千円）

山田中央団地は、土地区画整理地内に集合タイプを１４６戸建設する予定である。

【山田町復興計画】 

■（Ｐ38）5-3.（2）.③.○安心して暮らせる住宅の供給整備

（事業間流用による経費の変更）（平成 29年 10月 11日） 

工事が完了し事業費が確定したため、D-4-20 災害復興公営住宅整備事業（飯岡）へ 156,656 千円（国費：

H26繰越予算 137,074千円）を流用。これにより交付対象事業費は 5,125,706千円（国費：4,484,991千円）

から 4,969,050千円（国費：4,347,917千円）に減額。 

（事業間流用による経費の変更）（平成 30年 1月 17日） 

工事が完了し事業費が確定したため、D-5-2災害公営住宅家賃低廉化事業（町実施分）へ 5,437千円（国費：

H26繰越予算 4,757千円）を流用。これにより交付対象事業費は 4,969,050千円（国費：4,347,917千円）

から 4,963,613千円（国費：4,343,160千円）に減額。 

（事業間流用による経費の変更）（平成 30年 5月 10日） 

工事が完了し事業費が確定したため、D-1-19 田の浜地区道路事業②へ 25,483 千円（国費：H26 繰越予算

22,297千円）を流用。これにより交付対象事業費は 4,963,613千円（国費：4,343,160千円）から 4,938,130

千円（国費：4,320,863千円）に減額。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

当面の事業概要 

団地名等 

年度 
山田中央団地（集合:146戸） 

平成 25年度 用地確保 

平成 26年度 用地確保、調査・設計 

平成 27年度 用地確保、設計、工事着手 

平成 28年度 工事完了、入居 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災により町内において３０００戸以上の住宅が全半壊しており、罹災した住宅困窮者に対して

低廉な公営住宅を整備するものである。 

※区域の被害状況も記載して下さい。

関連する災害復旧事業の概要 

なし 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。

関連する基幹事業 

事業番号 

事業名 



交付団体 

基幹事業との関連性 



（様式１－３） 

山田町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

第 21 回：平成 30 年 6 月時点（前回：第 17 回） 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。

NO. 112 事業名 田の浜地区道路事業② 事業番号 D-1-19

交付団体 町 事業実施主体（直接/間接） 町（直接） 

総交付対象事業費 7,000（千円） 全体事業費 57,027（千円） 

事業概要 

低地部から高台に向けた避難路の整備（町道 L=0.19km、W=6.0ｍ） 

【山田町復興計画】 

■（Ｐ17）5-1.（2）.③.○海岸部から高台避難所へ円滑に避難できる広幅員避難道路の整備

（事業間流用による経費の変更）（平成 29年 1月 19日） 

29 年度事業費として、D-17-8大沢地区都市再生区画整理事業（都市再生事業計画案作成事業）

より 23,000千円（国費：H23繰越予算 18,975千円）を流用。これにより交付対象事業費は 7,000

千円（国費：5,774千円）から 30,000（国費：24,749千円）に増額。 

（事業間流用による経費の変更）（平成 30年 5月 10日） 

30 年度事業費として、D-4-5災害復興公営住宅整備事業（山田中央）より 27,027 千円（国費：

H26 繰越予算 22,297 千円）を流用。これにより交付対象事業費は 30,000 千円（国費：24,749

千円）から 57,027（国費：47,046千円）に増額。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

当面の事業概要 

＜平成 27年度＞ 

詳細設計 

＜平成 28年度＞ 

詳細設計 

＜平成 29年度＞ 

詳細設計 

＜平成 30年度＞ 

工事、供用開始 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災において、田の浜地区では、波高 15m～18m の津波により、327 棟の建物が全壊・大

規模半壊の被災を受け、117 名の死亡・行方不明者が発生するという事態が生じた。このことから、

田の浜地区では高台住宅地への集団移転とあわせて、低地部から高台に向けた避難路の整備をする

ことにより、災害時の安全性確保に向けた整備を行う事業である。 

※区域の被害状況も記載して下さい。

関連する災害復旧事業の概要 

なし 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。



関連する基幹事業 

事業番号 

事業名 

交付団体 

基幹事業との関連性 


